
（事業の目的）
第 1 条 ＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社が開設する

（事業の運営の方針）
第 2 条

2

3

4

（事業所の名称等）
第 3 条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

一 名称

二 所在地

（職員の職種、員数及び職務内容）
第 4 条 事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。

一 管理者 名

二 介護支援専門員

介護支援専門員は、以下の指定居宅介護支援の提供にあたる。
・

・

・

1 名以上

在宅で生活をしている要介護者が、日常生活を営むために必要な保健・医療サービ
ス又は福祉サービスが適切に利用できるよう、要介護者から依頼を受けて、利用する
指定居宅サービス等の種類や内容等を定めた計画（居宅サービス計画）を作成す
る。

居宅サービス計画に基づき指定居宅サービス等の提供が確保されるよう、サービス
事業者やその他の者との連絡調整等の便宜の提供を行う。

要介護者が介護保険施設等への入所を要する場合には、介護保険施設等の紹介そ
の他の便宜の提供を行う。また、介護保険施設等から退所しようとする依頼があった
場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、居宅での生活を前提とした課
題分析を行った上で居宅サービス計画を作成する等の援助を行う。

事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、特定の種類又は特定の居宅
サービス事業者に不当に偏ることのないよう公正中立に行う。

事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、市町村、地域包括支援センター、老
人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者、指定居
宅サービス事業者等、介護保険施設、障害者福祉制度の相談支援専門員（特定相談支援
専門員）、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組みを
行う者等と密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。

イリーゼ月寒居宅介護支援事業所

札幌市豊平区月寒西一条10丁目5-13

1

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、従事者に
事業に関する法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う。自らも指定居宅介
護支援の提供にあたるものとする。

イリーゼ月寒居宅介護支援事業所

運営規程

イリーゼ月寒居宅介護支援事業所
（以下「事業所」という。）が行う指定居宅介護支援の事業（以下「事業」という。）の適正な運
営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員
が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とす
る。

事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、そ
の利用者が可能な限りその居宅において、有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと
ができるよう、利用者の立場にたって援助を行う。

事業の実施にあたっては、利用者の選択に基づき適切な保健・医療サービス及び福祉サー
ビスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。
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（営業日及び営業時間）
第 5 条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。

一 営業日

二 営業時間 午前９時００分から午後６時００分までとする。

三 連絡体制 電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。

（指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料等）
第 6 条

一

二

三

四

五

指定居宅介護支援の提供方法及び内容は次のとおりとし、指定居宅介護支援を提供した場
合の利用料の額は、介護報酬の告示上の額によるものとし、当該指定居宅介護支援が法定
代理受領サービスである時は、利用料を徴収しない。

介護支援専門員は、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して、支援する
上で解決しなければならない課題の把握及び分析を行い、その課題に基づき居宅サー
ビス計画原案を作成する。
作成した居宅サービス計画原案を利用者及び家族へ説明し、同意を得た上で居宅サー
ビス計画を作成し交付する。
当該地域における指定居宅サービス事業者に関するサービスの内容等の情報を提供
し、サービスの選択を求め、居宅サービス計画及びサービス事業者に関し利用者の同意
を得た上で、サービス事業者等との連絡調整を行う。
指定居宅サービス事業所の選定については、利用者及びその家族に対して、複数の事
業所の紹介及び居宅サービス計画に位置付けた事業所の理由を求めることが可能であ
ることを説明する。
利用者が介護保険施設等への入所等を希望した場合は、介護保険施設等への紹介そ
の他便宜を提供する。
また、介護保険施設等から退所しようとする依頼があった場合には、居宅における生活
へ円滑に移行できるよう、居宅での生活を前提とした課題分析を行った上で居宅サービ
ス計画を作成する等の援助を行う。
課題の分析について使用する課題分析票は「居宅介護サービス計画ガイドライン方式」
を用いる。

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者、利用者及びその
家族を招集してサービス担当者会議を開催する。サービス担当者会議においては、利用
者及びその家族の要望の聞き取りと担当者から専門的な見地からの意見を求め、作成
した居宅サービス計画原案を利用者及び家族へ説明し、同意を得た上で居宅サービス
計画を作成し交付する。

介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、少なくとも月に１回、利用者
の居宅を訪問し、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的
に行い、居宅サービス計画の実施状況を把握（以下「モニタリング」という）するとともに、
少なくとも月に１回、モニタリングについてその実施状況の把握の結果を記録するものと
する。

介護支援専門員は、利用者が要介護更新認定を受けた時、または要介護状態区分の変
更認定を受けた時は、サービス担当者会議を当該事業所等で開催し、担当者から意見を
求めるものとする。

介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたっては、利用者の自宅または事業
所の相談室において、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理
解しやすいよう説明を行うとともに、相談に応じることとする。

月曜日から金曜日　（祝日も営業）
ただし、１２月３０日から１月３日までを除く。
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六

・

・

2

3

（通常の事業の実施地域）
第 7 条 通常の事業の実施地域は、以下の通りとする。

実施地域：

（緊急時における対応方法）
第 8 条

（事故発生の防止策及び事故発生時の対応方法）
第 9 条

2

3 前項の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録する。

4 利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。

（衛生管理対策）
第 10 条

2 事業所は、設備及び備品等の衛生的な管理に努めるものとする。
3

（感染症や災害対策）
第 11 条 事業所は、感染症・災害対策として次の取組を実施する。

一 感染症の発生及びまん延等の防止のため、委員会を設置し適宜開催

二

2 事業所は、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供
できるよう、業務継続に向けた計画等を策定し、必要な研修の実施、対応訓練を実施

介護支援専門員等は、利用者の病状に急変その他緊急事態が生じたときは、速やかにご家
族、主治の医師に連絡する等の措置を講じるとともに、管理者に報告するものとする。

事業所は、安全かつ適切に、質の高い介護保険サービスを提供するために、サービスの安
全性はもとより、職員の健康管理、事故防止に努め、事業所の保全について計画的に取り
組む。

利用者に対する事業の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村や広域連合、利
用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。

事業所は、介護支援専門員等の清潔の保持及び健康状態について、適宜、健康診断等を
実施する。

事業所は、感染症が発生又はまん延しないように必要な措置を講じるものとする。

感染症及び災害対応指針を定め、各対応マニュアルによる研修の実施、対応訓練を実
施

事業所は、利用者からの求めにより以下について利用者に説明を行うとともに、介護
サービス情報公表制度において公表をするよう努める。

前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介
護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合

前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介
護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合

次条の通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援等に要した公共交通機関の
費用は、実施地域を越えた地点からの実費を徴収する。
なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。
通常の事業の実施地域を越えた地点から片道につき１km毎に　１０円

前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明
をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとする。

札幌市
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（身体拘束・虐待防止のための措置に関する事項）
第 12 条

一

二 指針の整備、当事業所職員に対する研修の実施
三 人権の擁護・身体拘束・虐待の防止のための当事業所職員に対する研修の実施
四 利用者及びそのご家族からの苦情処理体制の整備
五

2

（個人情報の保護）
第 13 条

2

（苦情処理）
第 14 条

2 前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録するものとする。
3

4

5

6

7 事業所は、社会福祉法第８３条に規定する運営適正化委員会が同法第８５条の規程により
行う調査又は斡旋に協力するよう努める。

事業所が得た利用者及びその家族の個人情報については、事業所での介護サービスの提
供以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については利用者及び
その家族の同意を得るものとする。

事業の提供等に係る利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措置を
講じる。

提供した事業等に関し、市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当
該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力するととも
に、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行
う。

提供した事業等に関する苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとと
もに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に
従って必要な改善を行う。

前３項及び４項の市町村又は国民健康保険団体連合会から求めがあった場合には、改善の
内容を報告するものとする。

提供した事業等に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援
助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努める。

事業所は、利用者の人権の擁護・身体拘束・虐待等の発生又は再発の防止のため次の措
置を講ずるものとする。

委員会の設置、開催、担当者の選定、委員会で検討を行った結果について従業者に周
知

その他身体拘束・虐待防止のために必要な措置は高齢者虐待・身体拘束防止マニュア
ルに準ずる

事業所は、利用者の生命又は身体を保護するため緊急時止むを得ない場合を除き、身体拘
束その他利用者の行動を制限する行為を行わない。
ただし、緊急時止むを得ず身体拘束等を行う場合には非代替性、一時性、切迫性の3つの要
素をすべて満たし、検討の上、必ず個別に説明をした上で行うこととする。また、その経過及
び結果を記録する。記録に関しては、その態様及び時間、その際の利用者の心身状況、そ
の理由を記録し5年間保存し、ご家族等の要求がある場合及び監督機関等の指示等がある
場合には、これを開示する。要件に該当しなくなった場合には、直ちに身体拘束を解除する。

事業所は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び
厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための
ガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めるものとする。
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（その他運営についての留意事項）
第 15 条

一 採用時研修 採用後１カ月以内

二 継続研修 年３回以上

2 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。
3

4

一 居宅サービス計画
二 アセスメントの結果の記録
三 サービス担当者会議の記録
四 モニタリングの結果の記録
五

六 利用者及びその家族からの苦情に関する記録
七

5

この規程は、２０２２年１０月１日より施行する。

この規程は、２０２４年７月１日より施行する。

この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項はＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社
の代表と事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。

附則
この規程は、２０１８年４月１日から施行する。

この規程は、２０１９年１０月１日から施行する。

この規程は、２０２１年４月１日より施行する。

この規程は、２０２２年７月１日より施行する。

事業所は、介護支援専門員の資質の向上を図るため、研修の機会を次の通り設けるものと
し、又、業務体制を整備する。

従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業
者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約及び誓
約書に明記する。

事業所は、利用者に対する事業の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結
の日から５年間保存するものとする。

利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受ける等市町村への通知に係る記
録

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により発生した事故の状況及び事故に際して
採った処置についての記録
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サービス種類：居宅介護支援

【居宅介護支援費（基本料金）の算出方法】

単位数　×地域区分別1単位の単価（円）　＝　○○円（小数点以下切り捨て）

※当該事業所の地域区分は下記のとおりです。

【居宅介護支援費Ⅰ】　　居宅介護支援費（Ⅱ）を算定していない場合

※1）取扱件数の取り扱い

【居宅介護支援費Ⅱ】 ケアプランデータ連携システムの活用及び事務職員の配置を行っている場合

※2）取扱件数の取り扱い

取扱件数の算定方法は、当該指定居宅介護支援事業所全体の利用者の総数に指定介護予防支援事業者から委託を受けた指定
介護予防支援に係る利用者の数に3分の１を乗じた数を加えた数を当該事業所の常勤換算方法により算出した介護支援専門員の
員数で除して得た数とする。
取扱件数が50件以上の場合は50件以上60件未満の部分について（ⅱ）を算定し、60件以上の部分について（ⅲ）を算定する。

居宅介護支援費（ⅲ）
取扱件数60件以上

1月につき 316 410 3,226円 4,186円

居宅介護支援費（ⅱ）
取扱件数50件以上60件未満

1月につき 527 683 5,380円 6,973円

居宅介護支援費（ⅰ）
取扱件数50件未満

1月につき 1,086 1,411 11,088円 14,406円

取扱件数の算定方法は、当該指定居宅介護支援事業所全体の利用者の総数に指定介護予防支援事業者から委託を受けた指定介護
予防支援に係る利用者の数に3分の１を乗じた数を加えた数を当該事業所の常勤換算方法により算出した介護支援専門員の員数で除
して得た数とする。
取扱件数が45件以上の場合は45件以上60件未満の部分について（ⅱ）を算定し、60件以上の部分について（ⅲ）を算定する。

種類※2 算定方法
単位数 利用料金

（自己負担はありません）要介護１・２ 要介護３・４・５

居宅介護支援費（ⅲ）
取扱件数60件以上

1月につき 326 422 3,328円 4,308円

居宅介護支援費（ⅱ）
取扱件数45件以上60件未満

1月につき 544 704 5,554円 7,187円

居宅介護支援費（ⅰ）
取扱件数45件未満

1月につき 1,086 1,411 11,088円 14,406円

札幌市 ７級地 10.21

種類※1 算定方法
単位数 利用料金

（自己負担はありません）要介護１・２ 要介護３・４・５

イリーゼ月寒居宅介護支援事業所
別紙料金表

要介護又は要支援認定を受け、法定代理受領サービスである場合は、介護保険制度から全額給付され
ますので自己負担はありません。

地域 地域区分
1単位あたりの

単価（円）
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【加算】

特定事業所加算（Ⅲ）
（但し同加算（Ⅰ）（Ⅱ）又は（A）を算定時は
算定不可）

323 3,297円

特定事業所加算（A）
（但し同加算（Ⅰ）（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定時は
算定不可）

114 1,163円

特定事業所加算（Ⅰ）
（但し同加算（Ⅱ）（Ⅲ）又は（A）を算定時は
算定不可）

1月につき

519 5,298円

特定事業所加算（Ⅱ）
（但し同加算（Ⅰ）（Ⅲ）又は（A）を算定時は
算定不可）

421 4,298円

ターミナルケアマネジメント加算
（医師が回復の見込みがないと診断した者）

死亡日及び
死亡日前14
日以内に2
日以上居宅
の訪問等を
行った場合1

月につき

400 4,084円

特定事業所医療介護連携加算 1月につき 125 1,276円

通院時情報連携加算
1月につき一

回を限度
50 510円

緊急時等居宅カンファレンス加算
1月につき
2回を限度

200 2,042円

退院・退所加算（Ⅰ）イ

入院又は入
所期間中につ
き１回を限度

450 4,594円

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 750 7,657円

退院・退所加算（Ⅲ） 900 9,189円

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 600 6,126円

退院・退所加算（Ⅱ）イ 600 6,126円

初回加算 1月につき 300 3,063円

入院時情報連携加算（Ⅰ）
　（但し同加算（Ⅱ）を算定時は算定不可）

1月につき
1回

250 2,552円

入院時情報連携加算（Ⅱ）
　（但し同加算（Ⅰ）を算定時は算定不可）

200 2,042円

算定
に☑

種類 算定方法 単位数
利用料金

（自己負担はありません）
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・

・

※

◯

・

◯

・

※

◯

・

◯

・

◯

・

◯

・

◯

・

※

◯

・

◯

・

・

◯

◯

・

◯

◯

◯

◯

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を配置していること。

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催すること。

24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。

月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が100分の40以上であるこ
と。

介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。

地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、支援が困難な事例に係る者に居宅介護支援を提供
していること。

特定事業所加算(Ⅰ)　以下の(1)を2名以上、(2)を3名以上、(3)(4)(5)(6)(7)(8)(9)(10)(11)(12)(13)を満たしていること。

特定事業所加算(Ⅱ)　以下の(1)を1名以上、(2)を3名以上、(3)(4)(6)(7)(8)(9)(10)(11)(12)(13)を満たしていること。

特定事業所加算(Ⅲ)　以下の(1)を1名以上、(2)を2名以上、(3)(4)(6)(7)(8)(9)(10)(11)(12)(13)を満たしていること。

特定事業所加算(A)

以下の(1)を1名以上、(2)を常勤非常勤各1名以上、(3)(7)(8)(9)(10)(13)を満たし、(4)(6)(11)(12)を連携でも満たしていること。

専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。

利用者の病状が急変した場合や診療方針の大幅な変更等の必要性が生じた場合に実施されるものであることから、速やかに居
宅サービス計画を変更しサービスの調整を行うこと。

カンファレンスの実施日、参加した医療関係職種等の氏名及びカンファレンスの要点を居宅サービス計画等に記載すること。

ターミナルケアマネジメント加算

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する利用者又はその家族の意向を把握した上で、同意を得て
利用者宅を訪問し、心身の状況等を記録し、主治医等及び居宅サービス計画に位置づけた居宅サービス事業者に提供した場
合。

特定事業所医療介護連携加算

前々年度の3月から前年度の2月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を15回以上算定していること。

退院・退所加算（Ⅲ）

入院先の職員から利用者に関わる必要な情報の提供を3回以上受けており、うち1回はカンファレンスによること。

入院期間につき1回を限度として加算

通院時情報連携加算

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、当該利用者の心身の状
況や生活環境等必要な情報の提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計
画に記録した場合。

緊急時等居宅カンファレンス加算

退院・退所加算（Ⅰ）ロ

入院先の職員から利用者に関わる必要な情報の提供をカンファレンスにより1回受けていること。

退院・退所加算（Ⅱ）イ

入院先の職員から利用者に関わる必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により2回受けていること。

退院・退所加算（Ⅱ）ロ

入院先の職員から利用者に関わる必要な情報の提供をカンファレンスにより2回受けていること。

利用者が入院した日のうちに、病院等の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。

入院時情報連携加算（Ⅱ）

利用者が入院した日の翌日又は翌々日に、病院等の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。

ⅠⅡいずれかを算定

退院・退所加算（Ⅰ）イ

入院先の職員から利用者に関わる必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により1回受けていること。

初回加算

新規に居宅サービス計画を作成した場合

要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合

要介護状態区分が2区分以上変更され、（予防含む）指定居宅介護を行った場合

退院・退所加算を算定する場合は算定不可

入院時情報連携加算（Ⅰ）
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(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

【減算】

【その他の料金】

・ 公共交通機関使用時は、実施地域を越えた地点からの交通費は実費
・ 車で訪問の場合、通常の事業の実施地域を越えた地点から片道1㎞につき　　10円

高齢者虐待防止措置未実
施減算

虐待の発生又はその再発を防止
するために必要な措置未実施時

当該状態が
解消されるまで

所定単位数の100分の1に相
当する単位数を減算

同一建物に居住する利用
者へのケアマネジメント

指定居宅介護支援事業所の所在
する建物と同一の敷地内、隣接
する敷地内の建物又は指定居宅
介護支援事業所と同一の建物に
居住する場合。または指定居宅
介護支援事業所における１月当
たりの利用者が同一の建物に20
人以上居住する建物（上記を除
く。）に居住する場合

所定単位数の100分の95に
相当する単位数を算定

業務継続計画未策定事業
所に対する減算

感染症や非常災害の業務継続計
画未策定及び当該業務継続計画
に従い必要な措置未実施時

当該状態が
解消されるまで

所定単位数の100分の1に相
当する単位数を減算

運営基準減算

別に厚生労働大臣が定める
基準に該当する場合

所定単位数の100分の50に
相当する単位数を算定

別に厚生労働大臣が定める基準
に該当する場合で、運営基準減
算が2月以上継続している場合

当該状態が
解消されるまで

所定単位数は算定しない

種類 内容 算定方法 単位数又は減算率

特定事業所集中減算

別に厚生労働大臣が定める
基準に該当する場合に減算。
毎年度2回、判定期間における判
定を実施し、減算対象となった場
合は減算適用期間において減算
する。

適用期間中
1月につき

200単位

家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する
知識等に関する事例検討会、研修等に参加していること。

居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。

利用者数が事業所の介護支援専門員１人当たり45名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は50名未満）であること。

「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保していること。

他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施していること。

必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを含む）が包括的に提供されるような居宅
サービス計画を作成していること。
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